
会計・監査

ASBJ：企業会計基準適用指針公開草案
第80号（企業会計基準適用指針第2号の
改正案）「自己株式及び準備金の額の減
少等に関する会計基準の適用指針（案）」
等の公表

『会計情報』編集部

企業会計基準委員会（ASBJ）は、2023年10月6
日に、企業会計基準適用指針公開草案第80号「自
己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の
適用指針（案）」等を公表した。
令和5年度税制改正において、完全子会社株式に

ついて一部の持分を残す株式分配のうち、当該一部
の持分が当該完全子会社の株式の発行済株式総数の
20％未満となる株式分配について、他の一定の要
件を満たす場合には、完全子会社株式のすべてを分
配する場合と同様に、課税の対象外とされる特例措
置、いわゆるパーシャルスピンオフ税制が新たに設
けられた。これを受けて、2023年3月に開催され
た第497回企業会計基準委員会において、事業を分
離・独立させる手段であるスピンオフの会計処理を
検討することが企業会計基準諮問会議より当委員会
に提言され、当該取引に係る会計基準の開発に着手
することとし、検討が行われた。

2023年10月5日開催の第511回企業会計基準委
員会において、以下の企業会計基準適用指針の公開
草案（以下合わせて「本公開草案」という。）の公
表が承認され、2023年10月6日に公表されている。
・企業会計基準適用指針公開草案第80号（企業会
計基準適用指針第2号の改正案）「自己株式及び
準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針
（案）」
・企業会計基準適用指針公開草案第81号（企業会
計基準適用指針第28号の改正案）「税効果会計に
係る会計基準の適用指針（案）」

コメント募集期間は、2023年12月6日(水)まで
とされている。

【参考情報】
本公開草案は、日本公認会計士協会（JICPA）の
実務指針にも影響するため、ASBJで検討の上、
JICPAに改正を依頼しており、当該依頼を踏まえ、
同日、JICPAより、以下の実務指針の改正案が公表
されている。下記の改正案についてのコメント募集
期間も、2023年12月6日(水)までとされている。

•　 日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第7
号

　　 「連結財務諸表における資本連結手続に関する
実務指針」

詳細については、ASBJのウェブページ（企業会
計基準適用指針公開草案第80号（企業会計基準適
用指針第2号の改正案）「自己株式及び準備金の額
の減少等に関する会計基準の適用指針（案）」等の
公表｜企業会計基準委員会：財務会計基準機構
（asb.or.jp））及びJICPAのウェブページ（会計制度
委員会報告第７号「連結財務諸表における資本連結
手続に関する実務指針」の改正について（公開草
案）｜日本公認会計士協会（jicpa.or.jp））を参照い
ただきたい。

以上
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